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Accounting is essentially a study of information, especially business information. To say more 

precisely, accounting is the process of recording, measuring and communicating of business 

activities for public relations received informations to be able to pass adequate judgments 

and good decision makings. 

Accounting was primarily a stewardship accounting of master-slave relationship in the old 

Rome. But big businesses appeared and increased with the advances of ecnomics and 

public relations for them increased in number. 

They want their peculiar informations. For instance, business managers want informations 

for business management and decision making and stockholders want informations for 

business earning power and distributable profits, and banks want informations for payment 

power or solvency. 

Thus, accounting must necessarily fulfil the function of arbitration for these public 

relations. 

Accounting is now influenced by new sciences, especially information sciences, behavioral 

sciences and computer sciences etc., and the study field is also extremely enlarged and the 

concept of accounting is now diluted and weakened. 

The concept or characteristics of accounting consists in the double-entry system and 

monetary measurement system. 

All economic phenomena come to subjects of accounting study so far as this concept have 

something to do with.

(1)

会計学とはそもそも情報の学問である.し

かもそれはいちじるしく経営情報に関する学

,

問である.も っと詳 しくいえば,会 計学は 「情

報.を提供 された者が適切な判断 と意思決定が

できるように,経 済主体の経済活動 を記録測

定 して伝達する手続」をいうのである.湘1
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ここに測定(Measurement)と は,会 計 の

対象である経営活動に,会 計学特有の記号を

あてはめて対象を量的に認知する機能である.

より具体的にいえば,会 計測定とは,企 業の

経営活動を複式簿記 をは じめとする会計学固

有の計算技術を用いて記録計算総括 し,一 定

の計数的情報に加工するプロセスをさしてい

る.会 計学における測定尺度 として貨幣単位

が用いられるのが一般的であるが,補 足的で

あるにせよ,時 には物量単位が用いられるこ

とも少 くない.

っぎに伝達(Communication)と は,測 定

の結果をその利用者に伝えることにほかなら

ない.し かしながら,会 計測定の結果として

生み出された会計情報は,企 業の経営活動や

経営状態 を表わす定量的な情報であるがそれ

自体は抽象的なメッセージであるために,こ

れを情報利用者に伝 えるためには,一 定の形

式 を備 えた具体的な記号を用いることによっ

て,各 利用者に解読可能なものに表現 しなけ

ればならない.

したがって会計学における伝達は,会 計測

定のプロセス(複 式簿記)を 経て作 りだされ

た会計情報を,そ の利用者に利用可能な報告

書(財 務諸表)の 形で表現するプロセスおよ

びこれをなんらかの経路や手段 を用いて,利

用者に伝達するプロセスをともに含んでいる

わけである.

しかもここに会計情報の伝達 という場合に

おいては,単 に経営活動の結果を機械的に表

現 してこれを利用者 に伝 えるという消極的な

局面をこえて,予 め情報利用者の行動態様 を

予測 し,利 用者が一定の行動 を選択すること

を意図 して会計情報 を測定 し伝達するとい う

積極的な作用がはたらいているべ きである.

伝統的会計学において従来一般的に用いら

れてきた報告 という用語にかえて,あ えて厂伝

達」という言葉を用いるのは,後 者に含まれ

る積極的な作用を強調するためである.い い

かえれば,単 に 「報告」 といった場合 それは

単なる資料の機械的,事 務的な提示にとどま

るものであるが,「伝達」は単 なる資料の提

示をこえて,被 伝達者になんらかの影響 を及

ぼす意図を含んでいるとみるのである.っ ま

り伝達は積極的になんらかの行為をうながす

指令 もしくは説得の動機を内在 させ られてい

るのであって,報 告 とか提示 といった消極的

作用にとどまる過程ではない.こ のような会

計学の伝達機能に内在 している積極的な作用

(会計情報の統制 もしくは指令作用)こ そ,今

日の会計情報の社会的統制機能 さらに企業の

社会的責任の遂行状況 を情報化するための効

果的なシステムー社会責任情報システムー社

会責任会計一 を導き出すための要因 となって

いるのである1注2)

会計学それ自体の機能に基いて測定 ・伝達

された会計情報は,企 業内外の数多 くの利害

関係者によってその意思決定のために利用 さ

れる.

企業の経営活動 も経済社会の発展につれて

次第に拡大 し,会 計学も単なる企業経営の現

状 と結果の測定伝達にとどまらず,今 日の巨

大なしかも複雑 な商業 ・工業社会の重要事実

を公表するための重要情報の提供者となるに

いたった.駐3)

今 日の巨大な株式会社における利害関係者

集団およびそれぞれの集団が要求する会計情

報は,お おむねつ ぎのとおりである.

(1)経 営 者 企業経営の管理 と意思決定.

(2)株 主 配当可能利益および企業の

収益力,安 全性等.

(3)社 債権者 社債の元本の償還能力およ

び社債利息の支払能力.

(4)金 融機関 債務返済能力.

(5)取 引 先 とくに当該企業に対する商

品 ・原材料その他の物品用

役提供者は,そ の代金の支

払能力および支払期間.

(6)従 業 員 企業の生産性や利潤等 と賃

金 ・給与 ・賞与等の割合.
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(7)税 務官庁 適正な課税を行 うための資

料 としての所得計算.

(8)監 督官庁 公共料金の適正計算,補 助

金交付の適否,使 途等.

これに一般消費者の利害 を加 えて考察すれ

ば,会 計情報はもはや単なる資本主や一部の

利害関係者のものではなく,社 会の公器 とし

ての役割 を帯びるようになる.す なわちそれ

は企業をとり巻 く多数の利害関係者に対 し,

それらの者が必要 とする会計情報を提供 して,

それらの人々の意思決定に役立つことが要請

される.す なわちこれらの利害関係者は,そ

れぞれの立場によってその参加の仕方には相

違はあるものの,経 営活動の種 々の側面 との

かかわ りあいにおいて,企 業に対する積極的

または消極的な形での参加者として とらえる

ことができるのである.(注4)

これ らの積極的または消極的参加者は,参

加することが有利であるか否かの評価 に基 い

て参加の意思決定を行う必要がある.参 加不

参加の意思決定 に際 しては,種 々の情報が必

要 とされる.こ れらの情報は参加の意思決定

を行 う人達がその参加によって利益 を得るこ

とがで きるかどうか,あ るいは各種の参加の

機会の うちで,も っとも多くの利益を得る可

能性を有す るか否か,あ るいはまたその参加

によって不利益をこうむることのないかどう

か等について,比 較較量 し判断を下す うえに

おいて有用 なものでなければならない.

企業の行 うデ ィスクロージャは 「企業内容

開示」 といわれているが,そ の中でも制度化

され もっとも整備 されたものは,「 会計ディ

スクロージャ」である.そ れは法律や規則に

よってその開示すべ き内容,測 定方法,伝 達

方法等が規定されており,し かもその仕組が

企業内においても組織化 されているところか

ら,こ れを 「会計ディスクロージャシステム」

とよぶ.(注5)

会計デ ィスクロージャは,企 業会計を行 う

ことによって作成 された財務諸表を公表する

形で実施されるので,会 計デ ィスクロージャ

システムは 「公表財務諸表制度」 と呼ばれて

いる.(注5)

公表財務諸表制度は,企 業内容開示制度 と

してはもっとも整備 され体系化されたもので

あり,ま たこの制度のもとにおいて公表され

る企業内容は,企 業の一会計期間における経

営成績,期 末における財政状態,企 業の期間

利益の処分 とその結果,企 業の経営諸活動 と

その結果等広範囲にわたるものである.

さらに公表される財務諸表は,企 業 と利害

関係を有する株主.債 権者 ・取引先等によっ

て広 く利用 され,個 々の利害関係者の利益の

擁護,各 利害関係者間の利害の調整に役立つ

ものであって,経 済社会における秩序の維持

および経済の発展のために不可欠の情報であ

るといわなければならない.そ のために,企

業による財務諸表の作成開示については,法

律規則が制定 されており,し たがって企業に

よる財務諸表の公開は,社 会制度 として確立

されているのが各国における現状であり,わ

が国においてもその例外ではない.

(注1)飯 野 利夫 「財 務 会 計論 」 同 文館,1980,

p.5

(注2)浜 本道 正 「新 しい会計 情 報 の伝 達 と利用 」

若 杉 明編 「会計 とデ ィス クロ ー ジ ャ」 ビ ジ

ネ ス教育 出版 社,1980,p.283～284

(注3)PatonandLittleton;AnIntroduction

toCorporateAccountingStandards,

AAA.,1964,Forward.

(注4)若 杉 明 「会 計 デ ィス クmジ ャ ・シ ス

テ ムの意 義 と問題 点」 若 杉 明編 「会 計 とデ

ィスクロージャ」 ビ ジネス 教育 出 版 社,1980,

p.66-67

(注5)同 上p,79～80

12)

ゾンバル ト教授 はいみ じくもこ う言 ってい

る.

一34一



厂およそ資本主義 なるものは
,複 式簿記 を除

いて考 えるこ とがで きない.複 式簿 記 と資本

主義 とは形式 と内容 の如 き相互 関係 をもって

い る.資 本主義 がその力をはた らかすための

道具 を複 式簿記の うちにつ くり出 したのか,

そ れ とも複 式簿記 がまず資本主義 をばその精

神 か ら生み出 したの か,い ず れ とも判断 で き

ないほ どであ る.」〔注1)

ま た アーサー ・ウル フは,「 会 計 の歴 史 は

概 して文 明の歴史 で あり……会計は文明の進

歩 と手 をたず さえて来たので ある.」ともい っ

て いる.(注2)こ の よ うに会 計は人間社 会の発

展 とともに,そ の社会 的役割 を広 めっつ今 日

にいた って いるので ある.

会 計は,初 めは財 産の所有者 か らその管理

運用 を委託 された者 が,自 己の会計責 任(ac-

countability)を 明 らかにす るために委託者 に

報告す るための もの と考 えられて いた.こ の

こ とはた とえば,西 ローマ帝国 にお ける貴族

と奴隷 または中世 イギ リスの荘 園 にお ける領

主 と執 事 との 問 に行 われた 厂代理 人 会 計」

(StewardshipAccounting)と よばれるもの

をみれば明 らかで ある.

つ いで地 中海貿易の時代 に入 る と,貿 易企

業 を行 うに当 って,あ る者 は資金 を出資 しあ

る者 は労務 を提 供す るとい う組合の形態 を と

る ものが次第 に多 くなって きた.こ の よ うな

いわゆる冒険商人の会計は組 合会計で あ り,

一 航海 ご とにその開始 か ら終結 までの現金 総

収入額 か ら現金総 支出額 を差 引 くいわゆる現

金 主義会計であり,一 回切 りの口別 計算(Par-

tierechnung)で あ った.

当時 の商人の 問に会計技術 として発達普及

した ものが,1494年LucasPacioliに よ って

紹介 された 厂ズ ンマ」(SummadeArith-

metica,Geometria,ProportionietPro-

portionalita)ベ ニ ス 式 簿 記 法で ある.そ の

基本原理 は現 在の複 式簿記 とほ とん ど変 ると

ころはないが,ま だ財 務諸表は作成 されて い

なかった.そ れは当時 の企 業は一 回 きりの事

業 ごとに清算 する当座 的組合企業 であったの

で,今 日のように,継 続企業(GoingConcern)

を前 提 として期 問計算 を行 う必要 がなかった

か らで ある,

17世 紀 の産業革命期 が近づ くとともに,冒

険商人 は次第 に定着 商人 となり,し たがって

当座企 業は次第 に継 続企 業 となった.そ の結

果,一 定期 間 を区切 って損益 を計算 す ること

が必要 になり,こ こに会 計期 間 とい う概 念 が

成立す るよ うになった.そ こで計算 され る損

益 は,口 別計算で はな く期 間計算(Perioden

rechnung)で あ り,さ らに債権 者保 護 によ

る法律 上の要求や課税上の要請 が,貸 借対照

表の出現 を うなが した.

1660年 代 フ ランス に大恐慌 が訪 れ,そ の結

果倒産 す る企 業が続 出 したが,こ のよ うな事

態 に便 乗 して,財 産 の一部 を隠匿 して破 産 を

装 ういわゆる詐欺破産 が出現 した.こ れ らの

悪徳行為 を防止す るために,1673年 ル イ14世

は 「商業 条例」(OrdonnancedeCommerce)

を制 定 した.こ れは財産 目録(inventar)を 法

律 の 中にと り入 れ債権 者保護 の 目的 を果 そ う

と したもので あるが,こ の債権 者保護 の思想

は その後長 く商法の精神 となり今 日にお よん

でい るので ある.し か もこのよ うな商業条例

の思想 は,ド イツ法 を経 てわが国 の商法 にも

導入 され,ま た会計学 に も至大 の影響 をお よ

ぼ して いる もので ある.

1862年 イギ リスでは いわゆ る1862年 厂会社

法」が制定 された.こ の会社法では監査役 に

よる貸借 対照表監 査制度 と貸借 対照表の様式

が定め られた.こ れは18世 紀 のは じめ に,い

わゆ る南海の泡沫事件 によ って,そ れ に出資

して損 害 を被 った株主 を保護 す るためで あっ

た.

1860年 か ら1910年 代 にかけて,ド イ ツにお

いて展 開 された 「貸借対照 表本 質論争」 も会

計学史上特筆 されるべ きことが らである.貸

借 対 照 表本 質論 と して,静 態観(Statishe

Auffassung),動 態 観(DynamischeAuffas一
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sung),有 機態観(OrganischeAuffassung)

の観察方法が論争 され,こ れ らの学説は単 に

貸借対照表論 としてばかりではなく,ひ ろ く

現在の会計学説を支配 している点において極

めて重要な意義をもっている.

ここに静態観,動 態観 というのは,貸 借対

照表それ自体の本質が,債 権者保護を前提 と

する清算価値 による財産計算的性格をもっか,

もしくは継続企業 を前提 とする原価価値によ

る損益計算的性質をもっかという点に関する

ものである.(注3)換言すれば,貸 借対照表それ

自体の本質が,財 産計算であるとする見解と,

それを損益計算の単なる手段 として考える見

解 との対立にほかならない.そ して有機態観

とは,こ の貸借対照表における財産計算と損

益計算 とを,統 一的一元的に説明 しよ うとす

るものである.す なわちこの見解によれば,

企業はすべて総合経済という有機体の一細胞

であり,し たがって,会 計学 もまたそれとの

有機的関係のもとに研究 されなければならな

いとするのである.

一方 アメリカにおいては,従 来の債権者の

ための会計学から,投 資家のための会計学 と

して発展 した.1929年 の大恐慌以後従来の債

権者のための信用測定を目的とする財産計算

重視の傾向が消滅 して,投 資家のための収益

力の測定 を目的とする損益計算重視の傾向に

その重点が移行 したのである.株 主の重大な

関心は,企 業の収益力であり,そ の収益力を

もっともよく表現するものは損益計算書にほ

かならない.こ のようにしてアメリカにおい

て も損益計算中心の会計学時代を現出するに

いた り,会 計計算もまた,従 来の信用測定を

目的とする価値的研究法(ValueApproach)

から,収 益力測定を目的とする費用的研究法

(CostApproach)へ と発展 した.こ のよう

なアメリカ会計学における動態論的傾向の生

成にっいては,一 般にこれを 「投資家保護」

の問題 と結びあわされ,そ の点で ドイッにお

けるシュマーレンバ ッハの 「経営管理的」な

動態論 と比較 される.

19世紀後半に,ド イツにおいて唱 えられた

動態論は,シ ュマーレンバ ッハにおいて完成

され,そ の学説はいまにいたるも高く評価 さ

れているのであるが,そ れは母国 ドイツにお

いてはまだ経営経済的理論の領域にとどまり,

十分 な会計実践のはけ口を与えられなかった

といえよう.

これに対 してアメリカにおいては,会 計学

に対する実践的要求から,た だちに会計原則

の探究への運動が展開され,フ ィッシャー(注4)

や シューマレンバ ッハ(注5)の思想系統 とは独

立 に,一 層洗練 された形で新 しい動態論の実

を結び,そ の実践的にして同時に理論的な表

現 としての 「費用収益対応の原則」が,広 く

主張 されるにいたったのである.

今日の企業会計の特質は,そ れが経営者の

ための経営管理的手段となるとともに,そ れ

はまた錯綜 し対立するあらゆる利害関係者の

利害調整機能 を果すものでなければならない.

したがって現代の会計学はその実践 におい

て,著 しく動態論的色彩をもつ ものとはいえ,

全く純粋な形で動態論が主張 されているので

はなく,そ の中に債権者保護的静態論の特色

が混在 し,ま た多少の有機態論的主張も加味

されている事実を忘れてはいけない.理 論は

実践 を基盤 とするとともに,実 践 を指導す る

ものでなければならない.し たがって,理 論

と実践 との純粋な合致はありえない.

(注1)W.Sombart;DerModerneKapitalis-

mus,NAufl.1921,S.118

黒 沢 清 著 「簿 記 原 理 」 森 山 書 店1951,p.1

(注2)A.H.Wolf;AShortHistoryofAcc

-ountantsandAccountancy,London,

1912,p.`L1

江 村 稔 「複 式 簿 記 生 成 発 達 史 論 」 中 央 経 済

社,1953,p,3

(注3)高 橋 芳 蔵 「現 代 財 務 諸 表 論 」 森 山 書 店,

1973,p.15

(注4)R.Fischer;UberdieGrundlagender
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Bilanzwerte,1909.

(注5)E.Schmalenbach;DynamischeBilanz,

7Auf1,1938,12Auf1,1956.

土 岐 政 蔵 訳 「動 的 貸 借 対 照 表 論 」1950.

(3)

会計学 における伝達機能 は,伝 達主体 か ら

情 報利用者への意思決定 資料 の提供 および情

報利用者か ら伝達主体へ の情報要求 のフ ィー

ドバ ックとい う二面 的,相 互規制 的なプロセ

ス と して観 察で きる.そ こで は伝達主体 と情

報利用者 との間 に情報伝達 を媒介 として,相

互 に影響 を与 え あう一種の 「社会関係」 が成

立 する ことになる.こ の点 は,コ ミュニケー

シ ョンー 般 につ いてみ られ る ところ と異 る も

のではない.

会 計学 にお ける情報伝 達 もまたそれに先行

す る測 定プロセス も,一 定の社会関係の枠 内

で その機能 を遂 行 してい るので ある.

今 日の財 務会計制度お よび その背後 にある

会計観 の もとでは,伝 達主体 と情報利用者 と

の 間に形成 され る社 会関係 は,当 初の経営者

と投資家 との間のスチ ュワー ドシ ップ(Ste-

wardship)を こ えて,多 くの情 報利用者の様

様 な意思決定 に役立 つ「多元 的情 報 システ ム」

の 開発 を指 向するこ とになる.

会 計学へ のこのよ うなアプローチは,「 利用

者指向的」アプローチ(User-orientedApP-

roach)と 呼 ぶ こ とがで きる.会 計理 論形 成 へ

の アプローチ がこのよ うに大 きく変化 した こ

との背景 には,拡 大 された利用者 の情 報要求

の多様化 とい う現象 が存在 しているこ とはい

うまで もない.し か しよ り重要 なこ とは,こ

の ような多元的情報要求 に対 して,伝 統 的会

計 学 をもって して は十分 に応 えるこ とがで き

ない とい う現状 認識 があるか らにほかな らな

い.

このような新 しい会計理論の動向のなかで

とりわけ注 目すべきものに,企 業の社会的責

任,あ るいはよ り積極 的に企業 の社会 的貢献

の達成度 を,会 計学 的発想 に基 いて測定 ・伝

達 しよ うとす る試 みをあげるこ とがで きる.

こ のよ うな試 みは,社 会責任 会 計(Social

ResponsibilityAccounting)と か企業社会会

計(CorporateSocialAccounting)あ る い

は環境会計(EnvironmentalAccounting)と

い った名称 でよばれているが,い ずれ も1970

年 代 に入 って,先 進資本主義国 において強調

され るにいたった,い わゆる 厂企業の社会 的

責 任論」 に呼応す る形 で展開 されて きたもの

で ある.(注D

この ような会計理 論の先駆 的文献 をなす も

のは,1966年AAA.に よ って発表 された 厂基

礎 的会計理 論 に関す る報告書」(AState-

meentofBasicAccountingTheory)(通 称

ASOBAT)で あ ろ う.

このステー トメン トにおいては,会 計学 は,

「情 報の使 用者 が事 情 に精 通 した うえで判 断

や 意思 決定 を行 うことがで きるように,経 済

的情 報 を識別 し,測 定 し,伝 達 す る過程(pro-

cess)で あ る.」(i12)と定 義 され,会 計理論 の

未来図 が画 かれている もの として注 目に価 す

る論文 である.こ こでは測定 ・伝達 されるべ

き会計情報 が もはや取 引資料 さらに経済事情

にす ら基礎 をお く必要 はなく,そ の第2章 「会

計基準」で述べ られて いる適 合性(Re】evan-

ce),検 証 可能性(Verifiability)不 偏 性(F-

reedomfromBias)計 量 可能性(Quantifi-

ability)の4つ の基準 の要件 を満 た して いれ

ば,「 会計 情 報」 の有用 性 が保証 され る とい

う見解が提 案 されてい る.(注3)

さ らにいまそれを少 しく詳細 に吟味す れば,

っ ぎの ようで ある.

(一)会 計理 論の範囲(ScopeoftheDis-

cipline

A.会 計機能 の 目的 過去 ・現 在 ・未来

の社会経済活動 を示 す資料の測 定 と伝

達.

B.会 計機能 を遂行 するための基礎 的理
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論 伝 統的会計方法 ど並 んで,行 動 科

学 ・数学 ・および情報理論や コンピュ

ー ター科学 .

C.会 計 機能の 目標 社会経済活動 のす

べ ての段階 における統制方法 と意思決

定 の改善.

(二)会 計概 念の性 質(NatureofAccou.

ntingConcepts)

A.モ チ ベー シ ョン概 念 社会経済 的活

動 が行 われ る動機 た とえば利益 ・威

信 ・権 力その他 の個 人的欲望や組織 的

目標

B.測 定 概念 測 定プロセス に役立 った

めに設 け られた諸仮 定(assumption).

た と えば会計単位 の性 質,測 定 され る

活動 の決定,適 当な測 定単位の選択 な

どに関係す る ものであ る.

C.伝 達概 念 情報 の伝 達 に役立つべ く

設 けられた仮定.た とえば使用 され る

測 定用語の選択,有 効 な報告方法の決

定,情 報 をその最善 の用途 に向 ける こ

となどの 問題 である.

(三)会 計理 論の要素(Elementsofthe

Discipline)

A.会 計 方法 コンピュー ター,統 計的

分析 その他種 々の測定方法 を含む.

B.会 計 実体 事業単位,政 府機 関,国

家 または地 方団体,個 人 な どすべての

組織単位 を含む.

C.会 計 活動 これ は社会経済 的流 れの

中 におけ る取 引 とかその他 の客観 的 な

特定 の点(selectedpoints)を 示 す.

つ いで この ステー トメ ン トは,以 上述べ た

よ うな将 来の会計理論 の構 造 を開発す るため

に役立 つ ところの,種 々の基 本的研究 の分 野

を示唆 して いるが,そ れ によると,た とえば

っ ぎの よ うな事項 が これに含 まれ るべ きであ

る とい う.

(1)社 会 的,組 織的,個 人 的欲 望の性 質

これは会計情報 を使用す る ものが なにを要

求 しているか,な にを要求すべ きかについて

知るためである.こ とにそれぞれの要求相互

の関連ならびに異 なる条件のもとにおけるそ

れぞれの要求の相対的重要性を知ることであ

る.

このような研究は,個 人および組織体の要

求の生ずる原因を知ることに向けられる.そ

して使用者の意思決定モデルと必要 とされる

情報や会計モデル自体の性質およびフォーム

との相互関係を調査研究することを含む.情

報は意思決定プロセスに影響を与 えるのみな

らず,ま た意思決定プロセス自体が必要 とさ

れる情報に影響を及ぼすものである.そ して

このような研究は,会 計概念の性質であるモ

チベーション概念を明確 にするものである.

(2)人間行為におよぼす測定の影響

人間は与えられる情報のタイプによって影

響 を受けるものである.し たがって種々異 な

る会計的測定が,意 思決定者や社会一般の考

え方に,い かに影響するかを知ることが非常

に重要である.こ の問題が,会 計的測定に関

連づけて研究されなければならない.

(3)情報と測定の性質

測定方法は情報と密接な関係 をもっている

ので,測 定方法の改善は情報を増大 し,そ の

結果は不確実性(uncertainty)を 減少する.

したがって情報の性質は,不 確実性の性格に

応 じて研究 されなければならない.こ の関係

考察を人間の意思伝達の分野における他の考

察 と結びつけると,現 在の会計理論とその将

来の新 しい会計理論の発展とを結びつける関

係が示唆 される.こ のため,一 企業内のすべ

ての情報の流れを経験的に研究すれば,現 在

の会計情報 システムの外におかれている広範

囲の情報を計量化する測定問題を見定めるこ

とがで きるであろう.そ の意味で,会 計学上

の伝達の問題は,提 供すべき情報の測定にも

密接な関連があるのである.

このようにこのステー トメン トは,こ の種

の研究がもっと多く行われれば,よ り一層多
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くの情報が提供 され,や がて将来の会計学の

理論構造の詳細 をも示唆 しうることになろう

と結ぶのである.

以上見てきたところによっても分るように,

このステー トメン トにおいては,会 計社会学

または会計心理学のような新 しい分野が指向

されており,会 計学が情報の一般理論の応用

分野であって,一 大情報科学の一環 をなすも

のとして説かれている.一 方,会 計理論の将

来が行動科 学(BehavioralSciences)の 発

展に依存することが強調されている.そ こに

おいては従来の会計学の方法や対象は,全 く

片すみに追いや られ,社 会学,心 理学または

情報理論や行動科学の混合物 として会計理論

が構想 されている.そ して会計学は,も はや

会計情報の測定 と伝達のための手段 と化 して

しまっているといっても過言ではなかろう.
(注4>

しかしながら,こ のような会計理論と他の

情報理論や行動科学の混合物である会計情報

理論による理解の方法が,果 して会計学の基

本問題を解決することができるかといえば,

大いに疑問が残 るであろう.会 計学の研究方

法ないし基本問題を解決するためには,ま す

ます会計学の純化が必要であることは論をま

たないであろう.そ してまた他の諸科学の概

念を会計理論の中に導入する場合 にも,会 計

学の方法 と法則に従 って整序 され,体 系化さ

れなければならないことはいうまでもないで

あろう.

ここにおいて会計学の研究方法 ない し会計

理論の基本課題 なるものが,あ らためて省み

られなければならない必然的理由が生ずるの

である.

(注1)浜 本 道 正 「前 掲 書 」p.281

(注2)AAA.;AStatementofBasicAccoun-

tingTheory,.1966,p.1

(注3)千 葉 準 一 「新 しい 会 計 情 報 の 測 定 」

若 杉 明編 「前 掲 書 」p,241

(注4)高 橋芳 蔵 「会計 学の研 究 方 法」 埼 玉 大学

「社 会科 学 論集」Vol .20,pp.1～4

(4)

会計学は,個 別経済活動を勘定によって組

織的に体系的に記録計算することにその特徴

をもっている.こ こに組織的体系的勘定記入

法 とは,具 体的には 「複式簿記」 をさすもの

である.

したがって現代会計学は,そ の機構 として

当然に貸借複記法をその前提 とするものであ

る.換 言すれば(借 方)資 産一(貸 方)負 債

十資本 の形式が会計理論の基本構造である

べ きである.こ の場合,す べての会計学教科

書において説かれているように,貸方の負債 ・

資本項目は,企 業に投下 された資金の源泉を

示 し,借 方の資産項目は,同 額の資金の具体

的運用形態を表わす ものである.こ の意味 に

おいて会計学の構造は,投 下資金の形態別と

源泉別の二重表示ないし二重計算が特徴的で

あるといわなければならない.会 計学はかく

て個別資本の運動過程をこれらの資産・負債・

資本の増減変化 として記録計算 し,多 くの利

害関係者に対 して有用な情報を提供する方法

を研究する学問であるということができよう.

なお営業活動が開始されると,資 本勘定の内

訳項目として,費 用 ・収益項目が加わり,個

別資本の運動は,こ れら資産 ・負債 ・資本 ・

費用 ・収益の5勘 定の増減変化として記録計

算される.

個別資本の運動はおよそ取 引と呼ばれる以

上,す べてこれら5勘 定の増減変化 として,

貸借 に二重に計算されるのである.そ の意味

において,こ れらの5勘 定は会計学特有の基

本概念であり,同 じく記録計算の学問である

統計学または数学とは根本的に相違するので

ある.

会計学は勘定による記録 を前提とする以上,

貨幣による記録を前提とする.こ れはいわゆ
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る貨幣的前提(MonetaryPostulate)と いわ

れるものであって,会 計学は,企 業の経営活

動 ならびにその成果を,貨 幣価値単位 をもっ

て測定 し把握することが特色である.こ れに

よって異質的な諸財貨の量的変動 となってあ

らわれる経営活動が,す べて貨幣価値の変動

として統一一的に把握 されることになる.こ の

意味 において,貨 幣価値単位は,種 々の態様

をもってあらわれる経営活動を統一的に把握

し,そ の活動の結果を統括 し,分 析 し,比 較

するために必要な尺度(YardStick)を 提供

するものである.こ の故に,直 接物量の記録

計算をするものではないという点において,

同 じ個別経済を対象としながら,管 理的思考

を特色とする経営学とも相違 し,ま た同 じく

計算的思考を特色 としなが らも,会 計学独自

の形式,計 算制度をとる点において,統 計学

とも異 なるのである.

っぎに会計学は終局的には,1期 間におけ

る経営成果の算定を目的とするものである.

すでに述べたように,会 計学は個別資本の

循還過程を,会 計学特有の勘定すなわち資産・

負債 ・資本 ・費用 ・収益の運動 としてとらえ,

期末において,前3者 すなわち資産 ・負債 ・資

本をもって貸借対照表を作成 し,後2者 すな

わち費用 と収益をもって損益計算書を作成し,

それによって1期 間の成果が,財 産計算 と損

益計算の両面か ら確認 されるのである.

これらの計算過程は,貸 借二重計算という

巧みな構造か らごく自然に導 き出され,経 営

活動の成果が,そ の結果 と原因別に,二 重に

計算確認 されることになるのである.す なわ

ち勘定 と呼ばれる計算形式 を用いつつ,取 引

に関する貸借二面的な記録 を特色とする複式

簿記にあっては,す べての勘定が有機的に結

びつけられることによって,そ れらが一つの

秩序を形成 しているために,貸 借平均の原理

が最後 まで完全に貫徹 されていくのである.

こうして会計学は,形 式的には複式簿記こ

そを最上の容器 とし,内 容的にはほかならぬ

貨幣価値 による成果計算 として,財 産計算 と

損益計算(財 務諸表)に よって,各 利害関係

者に対 して有用な情報の作成,伝 達 を目的 と

する学問であるといえよう.

学問の世界も,社 会の進歩 とともに発達し

拡張 されその領域を増大 していくべきことは

いうをまたないことであろう.特 に今日の情

報科学 ・行動科学 ・心理学の各学問への影響

は,至 大なものがある.と りわけコンピュー

ターの発達は,会 計学の機構を一変するほど

の影響 を与えている.ま たいわゆる学際的研

究 もしきりに喧伝 され,強 調 されている時代

でもある.

諸科学の発展の所産は,も ちろん会計学の

論理 にかかわる範囲において,会 計学の中に

包摂 され,そ の研究対象になりうる.そ れ故

にこそ会計学自身もまた,よ り豊饒 な収穫を

期待することがで きるであろう.

しか しなが ら諸科学の概念や諸技術 の無差

別な導入によって,会 計理論が一個の科学 と

して整序され体系化 されるものでは絶対にあ

りえない.そ れは単なる概念や技術の集積 に

おわり,会 計学の理論的純化とは逆に,実 践

的な要請におし流 され,政 策論的にのみ拡大

されるおそれが多分にあるのである.

情報科学には情報科学としての論理があり,

研究方法があるべ きであり,行 動科学には行

動科学特有の論理なり研究方法があるべ きで

あって,そ れらのものが会計学の理論なり研

究方法にとって代 わった り,また逆に,会 計学

がこれ らの諸科学にとって代わるというよ う

なことはありえないのである.(1981,8.)
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